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（※） 当社の判断により掛目の変更等を行う事象は以下のとおりです。掛目の変更等を行う 
場合には、あらかじめその内容をご通知し、変更後の掛目（又は除外）の適用日につき 
ましては、通知した日から起算して５営業日目の日といたします。ただし、下記③の事 
象の場合において、当社が必要と認めたときには、通知した日の翌営業日から適用する 
ことができるものといたします。 

 
    ① 発行会社の株価が一定金額を下回った場合 
    ② 発行会社が債務超過となった場合 
③ 上記①、②を除き、特定の銘柄について、明らかに経営に重大な影響を与えると 
認められる事象等が発生し、今後、株価が継続かつ大幅に下落することが予想され、 
当該銘柄の時価が本来の株価水準を反映していないことから保証金としての適切な 
評価を行うことができないと当社が認めた場合 

      なお、明らかに経営に重大な影響を与えると認められる事象等の事例としては、 
以下のとおりです 
・  重大な粉飾決算の疑いが発覚し、直近の株価の水準が粉飾されたとされる決算 
内容に基づき形成されていたと判断される場合 
・  業務上の取引等で経営に重大な影響を与える巨額な損失が発生した場合 
・  突発的な事故等により長期にわたりすべての業務が停止される場合 
・  行政庁による法令等に基づく処分又は行政庁による法令違反に係る告発等に 
より、すべての業務が停止される場合 
・  その他上場廃止につながる可能性が非常に高い事象が発生した場合 
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制度信用取引について 
 
○ 制度信用取引とは、証券取引所に上場している株券等を対象とし、品貸料
及び返済期限等が証券取引所の規則により一律に決定されている信用取引で

す。また、制度信用取引によって行った売買の決済のために、当社は証券金融

会社から売付株券等及び買付代金を証券取引所の決済機構を通じて借り入れ

ること(貸借取引)ができます。 
 
○ 制度信用取引ができる銘柄は、株券のうち、証券取引所が決めた銘柄(制度
信用銘柄)に限られます。なお、制度信用銘柄を対象とした買付けであれば、
貸借取引により当社が買付代金を借り入れることは原則として可能ですが、売

付株券を借り入れることができるのは、制度信用銘柄のうち、証券取引所が決

めた銘柄(貸借銘柄)に限られます。 
 
○ 制度信用取引の返済期限は 6 か月と決められており、6 か月を超えて制度
信用取引を継続することはできません。なお、株式分割及び上場廃止等により、

返済期日が早まる場合があります。 
 
○ 制度信用取引における金利は、当社所定の金利を申し受けますので、事前
に当社にご確認ください。 
また、貸借銘柄について、証券金融会社において株不足(貸借取引残高にお
いて貸株数が融資株数を上回った状態)が生じ、この株券を調達するための費
用がかかった場合には、売り方は品貸料(いわゆる逆日歩)を支払い、買い方は
これを受け取ることになります。 

 
○ 制度信用取引について売り方のお客様からお支払いいただく信用取引貸
株料は、品貸料とは異なり、買い方のお客様がこれを受け取るものではあり

ません。 
  なお、信用取引貸株料等の信用取引に係るコストについては、取引の開始

の際に説明いたします。 
 
○ 証券金融会社は、貸借銘柄について、株券の調達が困難となるおそれが生
じた場合には、貸株利用につき注意を喚起することがあります。また、株券

の調達が困難となった場合には、貸株利用の制限または停止の措置を行うこ

とがあります。この場合には、制度信用取引による新規の売付けや、買付け

た銘柄の売却・現引きによる返済ができないことがあったり、制約されたり

することがあります。    
 

 
 
 



 5

 
 
○ 制度信用取引によって売買している株券が、株式分割による株式を受け

る権利又は株主に対する新株予約権等が付与されたことにより権利落ちとな

ったときは、証券取引所が定める方法によりこれらの権利の処理を行うこと

で、売り方・買い方双方の不公平をなくします。（注）ただし、株式分割の場

合の権利の処理は、次のとおり、分割比率によってその方法が異なります。 
・売買単位の整数倍の新株式が割り当てられる株式分割の場合 
（分割比率 1：2等） 
  株式分割の分割比率に応じて、制度信用取引の売付け又は買付けの数

量を増加し、売買値（約定値段）を減額します。 
 ・上記以外の株式分割の場合（分割比率 1：1.5等） 
    証券取引所が定める権利処理価格の分を最初の売買値（約定値段）よ

り引き下げます。 
また、配当金相当額については、その株式の配当金が確定したあと(通常、
配当落ちの約 3か月後)、配当落調整額を買い方は受け取り、売り方は支払う
ことになります。 

 
  （注） 制度信用取引では、お客様が買い付けた株券は、担保として証券

会社に留保され、さらに、貸借取引を利用した場合には証券金融会

社に留保されます。当該株券に株式分割による株式を受ける権利又

は株主に対する新株予約権等の権利が付与された場合、当該権利の

行使をお客様が直接行うことができないため、上記のように証券取

引所が制度信用取引の権利の処理についてルールを定めています。 
      なお、制度信用取引をおこなっている銘柄にこれらの権利が付与

された場合でも、①事実上譲渡が禁止されるなど権利の引渡しがで

きない場合、②権利行使を特定の条件に合致する株主のみに限定し

ている場合など、譲渡性及び換金可能性、権利の行使に付された条

件等を勘案して権利の処理を行うことが事実上不可能となりますの

で、当該権利の処理を行わない場合があります。また、権利の価値

が事実上無価値又は無価値に等しい場合には権利処理を行う必要性

がないと言えます。 
      このように、権利の処理を行わない場合において、売り方・買い

方間に不公平が生じ、制度信用取引を継続することが適当でないと

認められるときには、制度信用取引の返済期限（６ヶ月）の定めに

かかわらず、証券取引所により返済期限の変更（返済期限の繰上げ）

が行われることがありますので、ご注意ください。 
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⑦適格機関投資家（これに類する外国法人を含む。）が信用取引の売付けを行う場合及びそ

れ以外の投資家が行う信用取引の売付けのうち売付け１回あたりの数量が証券取引所の定

める売買単位の５０倍を超える場合には、「有価証券の空売りに関する内閣府令」により価

格規制を受けることとなりますので、注意してください。 
 

注意 
株式分割により増加した新株につきましては、建玉日が権利落日となり、別途管理料が徴

収されます。 
大幅な株式分割等が行われた銘柄については、信用取引名義書換料の料率が変更される場

合があります。 


